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概要

　沖合の CCS 貯留サイトに向けて圧入施設から海底坑口までを含め海底敷設のパイプラインを

利用することを前提に、液体二酸化炭素の深海堆積物層内貯留について国内での適地を検討した。

陸地から 100 km の距離以内に同定された貯留適地は 11 ヶ所である。それぞれについて、10 ～

30 億トン以上の貯留容量が期待できる。

Summary

　Suitable sites for the storage of liquid CO2 in the deep-sea sediment layer in Japan were examined on the 
premise of using a pipeline laid on the seafloor toward the offshore CCS storage site, including from the press-
in facility to the wellhead on the seafloor. There are eleven suitable storage sites identified within 100 km from 
the land. For each site, a storage capacity of one to three billion tons or more can be expected.
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1.  はじめに

　1993 年以来、我が国の CCS 地中貯留の研究開発は「帯水層貯留」の国内適用を念頭に実施さ

れてきた。エンジニアリング振興協会（当時）の石油開発環境安全センターがその拠点であった。

背景として、EOR（Enhanced Oil Recovery: 1960 年代から北米大陸において実施されてきた、二酸

化炭素の油田への圧入によって石油の二次回収を図ろうとする技術）ないし天然ガスの地下貯蔵

技術（20 世紀初頭から各国で数多くの実用化事例が存在する）の延長線上に、石油開発企業の

主導によって我が国でも CCS 技術の早期の実用化が可能であるとの判断があったものといえる。

この努力は沖合帯水層を中心に、貯留適地を選定する段階に至っている。2022 年 1 月の段階で、

確定的に貯留容量が算出されているのは 10 地点であり、その総計は 160 億トン CO2 であるとさ

れる [1]。この数字を実現するためには多くの障壁が残されている。すなわち 10 地点の圧入候補

箇所での試験掘削が実施されていないという問題である。「帯水層貯留」の場合に、調査井デー

タが得られた時点で推定貯留容量が大幅に小さくなってしまう例は数多い。よって、適地とされ

た地点での調査井掘削の結果に基づいて確実な貯留容量が提示されてから、我が国での「帯水層

貯留による CCS」の実現性を論じるべきであろう。

　「帯水層貯留」技術では、二酸化炭素は超臨界流体として地層内に貯留される。北海でスタッ

トオイル社（当時）が操業する天然ガス鉱区スライプナーにおける CCS 商用化は、このケース

にあたる。1996 年に貯留開始され、既に 25 年以上の実績がある。2005 年に出版された IPCC 特

別報告書 [2] の「地中貯留」の章は、上記「帯水層貯留」の実績を参照して執筆され、その後の

各国での技術開発ないし技術適用の指針の役を果たした。

　この提案書では液体二酸化炭素としての深海堆積物内への貯留について検討した。その際、陸

域からの二酸化炭素の海底パイプライン輸送で水深 4,000 m 以深の深海堆積物層へと圧入すると

いう具体的な技術に即して、その適地を選定した。

　　

2.  深海堆積物層内二酸化炭素液体貯留の原理

　二酸化炭素の海域地中貯留がスライプナーにおいて商用化規模で企画されていることが、よう

やく注目され始めた 1996 年のことである。米国ボストンで開かれた第 3 回二酸化炭素除去国際

会議において小出 仁は、深海底堆積物中で液体二酸化炭素が重力的に安定に貯留できることを

指摘した [3]。それは、スライプナーでの「（超臨界状態二酸化炭素の浅海海底下の）帯水層貯留」

のコンセプトを大きく広げ、より深い水深の領域を含め二酸化炭素海域地中貯留の可能性を広く

探る中で生まれたコンセプトである。

　小出らは表 1 に示すように、「人工的な流路を介して二酸化炭素流体を（未固結堆積物を含む）

海底下地層内に導き、その場での温度・圧力ならびに物理・化学条件で安定的な貯留を実現しよ

うとする技術コンセプト」について、深海を含めての適用水深を広く考察の対象とした。海域で

の石油・天然ガス開発にとどまらず、海底ケーブルの敷設や運用の技術、深海鉱物資源採掘、ま

た深海底下の科学掘削の実現などの技術実績を踏まえて広く技術的可能性を探ったものである。

　その後、深海堆積物内液体二酸化炭素貯留に適した条件を定量的に示し、貯留候補海域なら

びに貯留可能量の見積りを米国に即して示したのは House らであった [4]。その議論を紹介する。

図 1 は 1,027 kg/m3 の密度をもつ海水（あるいは堆積物内の間隙水）と液体二酸化炭素との密度

差を温度・圧力との関係で示したものである。世界の大洋の深海部では底層水温度は 1 ～ 3℃で

あるので、水深 2,800 m （水深 100 m が圧力 1 MPa にほぼ相当する）程度で、深海底の窪地に液体

二酸化炭素の溜まり（CO2 Lake）の生成条件が満たされることになる。
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表 1　海域地層内二酸化炭素貯留技術の類型

＊括弧内英語が原報での呼称

＊＊十分条件ではないことに注意（本文参照）

貯留コンセプト＊ CO2の温度圧力
＊＊

貯留された

CO2密度

kg m-3

備考

貯留が成立する条件

塩水帯水層貯留

(Shallow Sub-seabed 
Disposal) 

＞31.1℃,
＞73.9 bar

500〜800
超臨界状態

CO2 (sc)
天然のシール層が必要

水和物シール貯留

(Deep Sub-seabed 
Disposal)

CO2-H2O系の四重点

（8.7℃ 4.5 MPa）の

低温高圧側で水和物固

体が安定

1,050
二酸化炭素流体が上方移

行する際に孔隙内の水と

混合し水和物固体を生成

しシールとなることを期

待水和物シールの下位に

液体 CO2
不定

深海堆積物内貯留

(SuperDeep Sub-
seabed Disposal)

CO2相図で三重点

（-56.5℃, 5.1 atm）の
高温・高圧側

> 1,028

底層水温度と水深ならび

に地温勾配で海底下の地

層中の安定領域の厚みが

決まる
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図 1　液体二酸化炭素と海水（密度 1,027 kg m-3）との密度差

原図 [4] を一部省略

図 2　水深 4,500 m の 海底の堆積物を掘り進んだときの温度変化と二酸化炭素の状態
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　ところで、深海底の代表的な地温勾配は、堆積物中であっても深度増加 100 m で 3 度の温度上

昇を示す。図 2 の模式図は水深 4,500 m の海底付近での深度方向の温度分布の例である。海底か

ら堆積物中を掘削していくと、二酸化炭素が圧縮されて密度が上昇する効果よりも、地温勾配に

したがった温度上昇による（膨張の結果の）密度低下効果が上回って、液体二酸化炭素が間隙水

に対して浮力を持つ深度が存在することが分かる。水深 4,500m の海底に設置し、そこの地温勾

配が 3 deg/100 m であるケースでは、掘削深度 600 m 当たりで液体二酸化炭素が浮力を示すこと

になる。ところで、海底下 600 m までの堆積物のうち、その上部 400 m ほどでは、液体二酸化炭

素が地層内に浸透し難いことが想定される。この圧力では二酸化炭素水和物固体が安定な温度領

域であり、送り込まれた液体二酸化炭素の周囲には水が豊富に存在するからである。液体二酸化

炭素が間隙水を押しのけて進んでゆく過程で、水分子と二酸化炭素が分子比で 6:1 ないし 8:1 程

度に混合されれば、微小領域で水和物固体が生成しやすい条件を満たす。水和物固体が流路の閉

塞をもたらすと坑井から遠方へは、なかなか液体二酸化炭素を浸透させにくいであろうことが想

像されるのである。したがって、液体二酸化炭素の深海堆積物内貯留に適しているのは、海底下

の地温がほぼ14℃までの範囲は除外した、その下位層であるというのがHouseら [4]の指摘である。

もちろん図 1 に示すように、（液体二酸化炭素と地層内間隙水との）密度差 0 の線より低温高圧

側でないと、重力安定な液体二酸化炭素貯留は実施できない。

3.  深海堆積物への液体二酸化炭素貯留実現のための技術

　小出らの原提案 [3] では未固結堆積物への自由落下のペネトレータ経由での液体二酸化炭素圧

入を示唆し、大深度での海底掘削の困難を回避しようとしている。また末包 [5] は海洋構造物係

留用のアンカー技術を参考に所定の海底下深度への液体二酸化炭素の圧入が可能ではないかと論

じている。両者とも深海底掘削が技術的に不可能ではないことを承知しつつ、リグ・レート（日

割り計算の傭船料）が高額となる深海掘削船の利用を避けるべく、こうした技術提案となってい

るものと思われる。

　末包も指摘するように深海掘削船の利用により圧入坑の掘削は確実に可能であり、また海底坑

口設備の設置にも技術的困難は少ない。現在の最大水深記録は 2009 年に設置されたメキシコ湾

の Tobago の水深 2,934 m に設置された海底仕上坑井である [6]。　

　以上を踏まえ、液体二酸化炭素の輸送ならびに圧入操業中の設備の維持管理や稼働率の向上に

は、海底パイプラインの利用が効果的であろうと考える。参考になるのは、ノルウェーの Snohvit
ガス田での CCS プロジェクトである [7]。ここでは天然ガス生産設備は海底にあり陸上から遠隔

操作されている。天然ガスは Hammerfest という町の近くの小さい島（Melkoya）にある LNG プ

ラントまで、パイプラインで運ばれている。ガスから分離された CO2 はガス田まで海底敷設パイ

プラインで運ばれて、ガス層より深部にある帯水層に圧入されている。2008 年に開始された CO2

貯留の実績は年間 70 万トンである。海底坑口水深は 330 m であるが、パイプライン長は 160 km
である。次項で我が国での適地を選定する際の参考にした。

　

4.  候補地点選定

　ここでは、我が国の排他的経済水域内で、島嶼を含む陸域からの離岸距離 100 km 以内の水深

4,000 m を超える海域を対象とした。深海底堆積物内液体二酸化炭素貯留に適した候補海域とし

て選び出す作業にあたっては Google Earth ならびに市販の地図 [8] を利用した。

  結果の概略は以下の通り。

１）日本海の最深部は 3,700 m であり候補から除外される。

２）日本海溝の最深部（水深 7,000 m 以上）は陸から 130 km ～ 200 km 沖合であり、水深 4,000 m 
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の等深線が 100 km 以内に近づくのは、房総半島沖に限られる。

３）南海トラフの最深部の水深が 4,000 m を超えるのは遠州灘沖より西方であり、その平坦部が

陸に最も近いのは紀伊半島の南方であり離岸距離は近接部で 85 km ほどである。

４）南西諸島海溝については、南西諸島から 120 km 以上離れて最深部が連続し、水深 5,000 m 等

深線が 100 km 以内に近接するのは喜界島および沖縄本島であること。

以上を含め調査結果は、表 2 および表 3 にまとめた。

表 2　陸域からの離岸距離が 100km 以内の水深 4,000 m 海域（表 3 に示したものを除く）

海底パイプラインの始点
堆積物中貯留の

対象海域

等深線の離岸距離(km)
4,000 m 5,000 m

千葉県 銚子市 日本海溝陸側斜面 91 99
沖縄本島 東岸 南西諸島海溝陸側斜面 64 86
沖縄県 波照間島 沖縄・宮古深海平坦面の西方延長 45 -
沖縄県 南大東村 南大東島 南大東海盆西部 15 -
沖縄県 北大東村 沖大東島 沖大東島西部の平坦面 47 -
東京都 小笠原村 沖ノ鳥島 フィリピン海盆 13〜16 35〜73
東京都 小笠原村 南鳥島 北太平洋海盆南部 14 23
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表 3　代表的な貯留候補海域の諸元＊

＊地温勾配を 3 deg/100 m と仮定して算出
＊＊海域での水柱平均海水密度を 1.028 g/cm3 として水深から算出（絶対圧）

＊＊＊日本海洋データセンターの 1 度メッシュ水温統計 [9] による
＃水和物が安定である温度圧力領域のモデル計算結果（[10] の Table 2）から算出
$ House ら [4] の仮定（間隙率 50％のうち、その 50％を液体二酸化炭素に置き換え可能）を採用した

貯留地点の地形 舟状海盆（トラフ）内の平坦面 海溝にいたる斜面

容量試算対象の

貯留地点の地形

小笠原トラフ

最深部付近
南海トラフ

南西諸島海溝

陸側斜面

日本海溝

陸側斜面

海底坑口の位置
北緯 28度 24分

東経 141度 10分

北緯 32度 34分

東経 135度 45分

北緯 28度 00分

東経 130度 30分

北緯 34度 30分

東経 140度 52分

海底坑口の水深 4,200 m 4,800 m 5,000 m 5,000 m

圧入基地
東京都

小笠原村聟島
和歌山県潮岬

鹿児島県喜界町

喜界島

千葉県

房総半島南端

パイプライン敷設の

方向と距離

北西方向

88 km
真南

85 km
南東方向

60 km
南東方向

97 km
海底圧力＊＊ 42.4 MPa 48.5 MPa 50.5 MPa 50.5 MPa
底層水温度＊＊＊ 1.47℃ 1.59℃ 1.66℃ 1.51℃
水和物が生成しなくな

る坑内深度＃
400 m 410 m 420 m 420 m

液体 CO2が間隙水より

低密度となる坑内深度

（図１による）

〜500 m 〜800 m 〜900 m 〜900 m

液体 CO2貯留に適した

領域の層厚
〜100 m 〜390 m 〜480 m 〜480 m

貯留面積 10 km2あた

りの貯留可能量＄
2.5 億トン CO2

9.8億トン
CO2

12億トンCO2 12億トン CO2
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5. 結論

　二酸化炭素の圧入設備を陸域に設置し、これと深海底に掘削した圧入坑井とを 100 km のパイ

プラインで連結する方式によれば、深海堆積物中への液体二酸化炭素貯留が可能であり（図 3）、
我が国での適地を 11 ヶ所選定することができた。面積当たりの貯留可能量が「超臨界二酸化炭

素貯留」に比べ大きいため、本調査で同定されたサイトのそれぞれについて、10 ～ 30 億トン以

上の貯留容量が期待できる。

　

6. 政策立案のための提案

　今回の検討で得られた一ヶ所当たり貯留容量10～30億トンは、一例としてLCSで別途見積もっ

た 2050 年における「CO2 削減率を 98％としたときのケース」での CO2 排出量 26 Mt/y [11] と比

較すると、38 ～ 115 年分に相当する。最終的な排出量ゼロに向けての中間段階での CO2 貯留に

対しては、十分な容量を確保できる可能性が見いだされた。

　なお、超臨界二酸化炭素圧入による帯水層貯留の場合は対象層内での圧力上昇が貯留容量の上

限を決めている。一方で本提案技術の場合には、パイプラインから圧入坑井経由で堆積物間隙内

への流路全体での液体二酸化炭素の流体抵抗が坑井一本当たりの年間貯留可能量すなわち二酸化

炭素貯留コストを決めている。この点の検討を来年度に進めることによって、液体二酸化炭素深

海堆積物層中貯留のコストを明らかにしたい。

図 3　水深 4,000m 以深の深海底での深海堆積物内液体二酸化炭素貯留の事業イメージ
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